




















2009 小林幸江（留学生日本語教育センター）　[ 日本語教育学 ]
望月圭子（総合国際学研究院）[ 日本語 ･ 英語 ･ 中国語対照言語学 ]
海野多枝（大学院総合国際学研究院） 　 [ 第二言語習得論 ]
鈴木美加（留学生日本語教育センター）  [ 日本語教育学 ] 
谷口龍子（国際日本研究センター専任）[ 日本語教育学、言語学、語用論 ] 
2010 小林幸江・望月圭子・海野多枝・鈴木美加・谷口龍子　　　　　　　　　　　
2011 小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子
（海野多枝：休職 2011 ～ 2012）　
2012 小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子・( 海野多枝 )
2013
小林幸江・望月圭子・鈴木美加・谷口龍子
佐野洋（総合国際学研究院）[ 計算言語学 ･ 教育工学 ･ 外国語教育 ]2
2014 小林幸江 ･ 望月佳子 ･ 鈴木美加 ･ 谷口龍子・佐野洋






































教員）（2013 ～ 2014）（本学非常勤講師）（2014 ～ 2015）
シア ティエンミン テレンス氏（東洋大学経済学部専任





































誤用コーパス構築と母語をふまえた英語・日本語・中国語教授法開発」（基盤研究 B）(2013 年度 -2015 年度 )（望月
圭子代表、佐野教授分担研究者）と共催で研究会を行い経費節減を図った。
　各年の活動は以下の通りである。表中の番号 (1) は主催、共済の別、(2) は発表題と講師名（所属先）、要旨を示す。




1.（2013/07/24）文法・語用と教育シリーズ第 1 回  講演会
(1) 主催
(2)  「『みかん』構文」岩崎勝一氏（UCLA カリフォルニア大学ロサンゼルス校　応用言語学教授）
【要旨】
　 日常会話で よく使われる定型構文 “Ni1（だ）よ Ni2”（「みかんよ みかん」「おれだよ おれ」等）について構文文法、 関連性理論、
会話分析等により分析された。“Ni1 （だ）よ Ni2” は述語文であり、Ｎにはどんな名詞も使われ、これらは繰り返される、「だ」は
Ni2 の後にはつけられない、二つのピー クがあるかたまりとして下降調子で発話される、というイントネーション・パターンを持
つなどの構造的特徴がみられる。
　 また、この構文は、会話当事者間に大きな共有情報があることを前提とし、この前提は二人の間に intimacy が存在することも前提
となる （implied premise）。さらに、その前提を考慮し、結論（implied conclusion）を引き出し、表明することを相手に要求し、相
互理解を再確認させるという語用論的効力があることが明らかとなった。 （谷口 2013）





となっている。話し言葉（SG）と書き言葉（WG）は、独立して各個人の中で階層を成し、最終的に conceptural grammar として
統合される。言語使用者は環境に応じどちらかの文法に頼りながら言語を産出していく。国会 データの政治家や原爆被害者の談話
データから、形式名詞「こと」 や助詞「を」等の使用頻度を例に挙げ、SG と WG を同時にアクセスしながら話をしている様子が紹
介された。 （谷口 2013）
3.（2013/08/03）文法・語用と教育シリーズ第 2 回  国際ワークショップ
「母語をふまえた外国語教育 ' 日本語・英語・中国語の対照研究と E-LEARNING 教材開発 '」
(1) 主催 
(2)「日本語教育における複合動詞教育」 張威（中国人民大学）




・ 「東京外国語大学オンライン英作文学習者 コーパス・誤用辞典にみられる日本人上級英語学習者に よる前置詞
の誤用」 ・古賀健太郎、大熊洋祐、キャロライン狩野、Matthew Miller, Andrew Chen, 荒川和仁、斎藤翔太、片
山晴一、井上剛、 菅原更紗、佐野洋、望月圭子（東京外国語大学）
・ 「オンライン英語・中国語対訳日本語複合動 詞辞典の構築への展望」 ・テレンス・シャア、申亜敏、福田翔、井
上剛、佐野洋、望月 圭子（東京外国語大学）
【要旨】
















・ 「目的語残存受身文」における目的語残存の条件について ―中国語との対照という視点から―」 于康教授（関西
学院大学）
【要旨】




語が変わり得る点を指摘された。于氏は、受身により目的語の格が変化しない「目的語残存受身文」（NP1 は NP2 を V れる / られる）
を、NP1 と NP2 間の所有と所属、全体と部分のような意味的なつながりの有無により 2 種類に分け、目的語と動詞 がコロケーショ
ンである場合に目的語が残存しやすいことを指摘された。また、日本語の目的語残存文は、受影者を主語に取り立て、中国語は文の
テーマを主語に取り立てる点も主張された。 （谷口 2014）


























3.（2015/03/20）文法・語用と教育シリーズ第 4 回 研究会
(1) 主催
(2) 「学習者コーパスに基づく日本語誤用辞典～日本人による英語・中国語学習者コーパス誤用類型との対比～」

















(1) 主催 : 東京外国語大学「学習の可視化・多様化を指向した e-Learning 教育システムの開発と教育の高度化」事
業
共 催： 国 立 台 湾 師 範 大 学 /Pennsylvania State University The Advanced Center for the Study of Learning 





　 国際日本語教育部門「母語・地域性をふまえた日本語教育研究とウェブ辞典構築 - 国内外の日本語教育研究機関との協働的研究」の
一環として、2015 年 8 月 1-2 日 The 3rd　International Workshop on Advanced Learning Sciences 2015 を開催した。曾志朗院士 ( 中
央研究院 ) 、協定大学國立台灣師範大學より、鄧守信教授・宋曜廷教授・陳柏熹教授・陳浩然教授、陸潔先生（上海外国語大学）、





 (2) Cross-Linguistic Learners' Corpora: English, Chinese, Arabic and Japanese  















　 秋廣氏は、フランス語の従属節で因果関係を表す 4 つの接続詞－ car, comme, parce que, puisque について発表された。談話文法レ
ベルで、「発話行為」(speech acts) を遂行する機能を果たすこと、主節から独立性の高い非従属的な様々な接続詞の用法が観察され
るということを実例を基に解説した。 （谷口 2015）
3 講演：「言語類型と２種類の複合動詞」 影山太郎氏（国立国語研究所 , 言語学：形態論、統語論、意味論）
【要旨】



































望月圭子（2013）「文法・語用と教育シリーズ 2　母語をふまえた外国語教育 “ 日本語・英語・中国語の対照研究と







『日本語・日本学研究』Vol.6 東京外国語大学国際日本研究センター（2016 年 3 月発刊予定）
注
1　 第 1 期 3 か年プロジェクト（2010 ～ 2012）は、『国際日本語教育部門 3 か年プロジェクト成果報告論文集　日本語学習者の母語・地
域性をふまえた日本語教育研究－国内外の日本語教育研究機関との協働的研究（2010 － 2012）』(2013) 参照。
2　 海野多枝の後任として、佐野洋が新たに部門構成員に加わった。
3　 2015 年 4 月 1 日より学内の組織改編により、所属が大学院国際日本学研究院に変更なった。
4　 同上。
－ 12 －
Overview of “Japanese Language Research and 
Construction of Web Dictionary Based on Learners’ Native 
Languages and Regional Characteristics 
— In Cooperation with Educational and Research Institutes Offering Japanese 
Language Study both within Japan and Abroad.”(2013-2015)
KOBAYASHI Yukie（Tokyo University of Foreign Studies）
The International Center for Japanese Studies was established in April 2009 with the mandate to develop 
a foundation for Japanese language education research. The Center's goal is to build a global hub for Japanese 
education. The International Japanese Education division have two main objectives. 
The first is to assess the present state of Japanese language education in higher education institutions both 
inside and outside of Japan, as well as creating a database of its findings that will contribute to research on 
Japanese education. The second is to develop materials for Japanese education. To achieve this, the project II titled 
“Japanese Language Research Construction of Web Dictionary Based on Learners’ Native Languages and Regional 
Characteristics—In Cooperation with Educational and research Institutes Offering Japanese Language Study both 
within Japan and Abroad” was carried out for 3 years from 2013 to 2015 following to the former project(2010-2012). 
The study developed an interface for a Japanese language education research program with Arabic, English, 
Chinese, French, and Thai languages that will allow further research to be built atop of it.
